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信託引受審査態勢 

 

【信託引受審査態勢を検証する際の留意事項】 

 

⑴ 委託者及び受益者の保護を図るためには、信託契約の締結の時点までに適

切な引受審査が行われ、法令等及び信託契約に基づく信託業に係る業務の履

行が可能な信託のみを引き受ける態勢を確保することが重要である。また、

信託業に係る業務をとりまく経営環境に大きな変化が見られる中で、信託兼

営金融機関自らが信託の引受に伴う様々なリスクを的確に把握・管理し、自

己責任原則に基づく業務の健全かつ適切な運営を確保していくことが重要で

ある。そのためには、信託兼営金融機関において、新規商品や新規スキーム

等に関する事前の審査（以下「新規商品等審査」という。）及び信託の引受前

における受託審査（以下「受託審査」という。）（新規商品等審査及び受託審

査を併せて「信託引受審査」という。以下同じ。）を適正に行う態勢が整備さ

れ、信託引受審査を行う部門がその役割を適正に発揮する必要があることか

ら、信託引受審査態勢を具体的に確認するためのチェックリストを作成した

ものである。 

⑵ 検査官は、本チェックリストにより、信託引受審査態勢の検査を行うもの

とする。本チェックリストにより信託引受審査態勢に問題点が確認された際

には、当該問題点を個別に指摘するのみならず、当該問題点を発生させるに

至った原因を確認するため、金融検査マニュアルや「信託業務管理態勢を検

証する際の留意事項」を踏まえつつ検証する必要があることに留意する。 

⑶ 本チェックリストにより信託引受審査態勢を具体的事例に関して確認する

際には、兼営法、信託業法、政省令等の関係法令、信託監督指針の規定とその

趣旨を踏まえる必要があることに留意する。 

⑷ 信託商品の特性は区々であり、本検査マニュアルの適用に当たっては、信

託商品の多様な商品特性に配慮し、機械的・画一的な運用に陥らないよう、

留意する必要がある。 
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【信託引受審査態勢の確認検査用チェックリスト】 

 

Ⅰ．信託引受審査態勢 

１．信託引受審査態勢の整備・確立状況 

⑴ 信託引受審査方針等の整備・確立 

① 取締役は、信託引受審査が、委託者及び受益者の保護並びに信託兼営

金融機関の業務の健全かつ適切な運営の確保に直接関わる業務である

ことを理解し、この理解に基づき、信託引受審査の状況を的確に把握し、

適正な信託引受審査態勢の整備・確立に向けた方針及び具体的な方策を

立案・検討しているか。 

② 取締役会等において、上記方針及び具体的な方策についての分析・検

討がなされ、関連部署等に一任することなく明確な意思決定がなされて

いるか。加えて、上記方針等は、組織内に周知されているか。また、上

記方針等は、定期的にあるいは必要に応じ随時見直されているか。 

⑵ 信託引受審査のための組織・内部規程の整備等 

① 取締役会等は、適正な新規商品等審査態勢及び受託審査態勢を整備・

確立するために、新規商品等審査を行う部門（以下「新規商品等審査部

門」という。）及び受託審査を行う部門（以下「受託審査部門」という。）

につき、営業推進部門等から独立した立場で適切な役割を担わせる態勢

を整備しているか。また、新規商品等審査部門及び受託審査部門が、審

査以外の業務との兼務をする場合、営業推進部門等からの干渉を防止す

る態勢となっているか。 

② 取締役会等は、新規商品等審査部門及び受託審査部門に対し、信託引

受審査の適正性を管理するために必要な権限を与えているか。 

③ 取締役会等は、新規商品等審査部門及び受託審査部門に、信託引受審

査に係る法令等及びその遵守に係る十分な知識・経験を有する人員を適

正な規模で配置しているか。また、必要に応じて見直しを行っているか。 

④ 取締役会等は、適正な審査のための手続を明確に定めた内部規程を新

規商品等審査部門及び受託審査部門に整備させ、リーガル・チェック等

を行わせ、取締役会等が定めた信託引受審査方針に合致していることを

確認した上で承認しているか。 
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⑶ 取締役会等への報告・承認 

① 取締役会等は、新規商品等審査部門及び受託審査部門が、信託引受審

査に係る情報のうち、経営に重大な影響を与える、又は委託者及び受益

者の利益が著しく阻害される一切の事案について、取締役会等に対し速

やかに報告する態勢を整備しているか。 

② 取締役会等への報告・付議基準において、報告事項と承認事項が適切

に設定されているか。 

 

２．新規商品等審査部門及び受託審査部門の態勢と役割 

⑴ 新規商品等審査部門及び受託審査部門による引受審査態勢 

① 新規商品等審査部門・受託審査部門の管理者は、信託引受審査が、委

託者及び受益者の保護並びに信託兼営金融機関の業務の健全かつ適切

な運営の確保に直接関わる業務であることを理解し、この理解に基づき、

信託引受審査の状況を的確に把握し、適正な信託引受審査を行うための

方策を講じる態勢を整備しているか。 

② 情報の取得 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、適切な審査を行うために必

要な情報を取得する態勢を整備しているか。 

③ 審査の客観性の確保 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、必要に応じ、弁護士等の外

部の専門家の意見を取得する等、審査が客観的に行われる態勢を整備し

ているか。 

④ 審査内容の記録及び保存（稟議書等の保存） 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、審査における検討経緯や調

査結果が正確に記録され、保存される態勢を整備しているか。 

⑤ 新規商品等審査部門及び受託審査部門は、審査を通じて把握された信

託引受審査に係る問題等をコンプライアンス統括部門に報告する態勢

を整備しているか。 

⑥ 新規商品等審査部門及び受託審査部門は、審査に係る問題等の実態を

把握した上で、的確な原因分析等を行っているか。また、当該原因分析

等に基づき、問題等を是正し、その後の事後点検を行うなど、改善に向

けた取組みを不断に行う態勢を整備しているか。 
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⑵ 新規商品等審査部門及び受託審査部門の役割 

① 新規商品等審査部門及び受託審査部門は、取締役会等が定めた信託引

受審査方針に則り、信託引受審査に係る内部規程を制定し、取締役会等

の承認を得ているか。 

また、必要に応じて、当該内部規程に則り、信託引受審査に係る業務

細則を制定しているか。 

② 事前審査 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、信託引受審査に係る内部規

程・業務細則において、営業推進部門等が顧客等に対し新規商品等の勧

誘を行う前に、新規商品等審査部門の審査を経なければならないことを

定めているか。 

また、信託兼営金融機関が信託引受を行う前に、受託審査部門の審査

を経なければならないことを定めているか。 

③ 引受審査基準等 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、信託引受審査に係る内部規

程・業務細則において、法務リスクやレピュテーショナル・リスクを含

む各種リスク管理の観点から、委託者の目的、適合性、信託財産の特性

等を十分に踏まえた引受審査基準等を定めているか。 

④ 新規性の判定基準 

新規商品等審査部門は、信託引受審査に係る内部規程・業務細則にお

いて、勧誘する商品・スキームが新規商品等に該当するかどうかを判定

するための明確な基準を設けているか。また、その基準が営業担当者に

周知徹底され、新規商品等が全件適切に審査されるような方策を講じて

いるか。 

⑤ 新規商品等審査部門及び受託審査部門は、内部監査部門及びコンプラ

イアンス統括部門との連携により内部監査結果、不祥事件の調査、相

談・苦情等で把握した問題点も踏まえ、必要に応じて内部規程・業務細

則を改廃するなどの措置を講じているか。 

 

３．営業推進部門等における管理者の役割 

⑴ 営業推進部門等における管理者は、信託引受審査が、委託者及び受益者

の保護並びに信託兼営金融機関の業務の健全かつ適切な運営の確保に直
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接関わる業務であることを理解し、この理解に基づき、営業推進部門等に

おける信託引受の状況を的確に把握し、信託引受審査の適正性を確保する

ための適切な方策を講じているか。 

例えば、 

① 営業推進部門等における自主的な法令等遵守状況の検証を適切な頻

度で行っているか。例えば、営業担当者が、内部規程・業務細則に則り、

適切な審査を行うために必要な情報を取得しているか、新規商品等の審

査を経ずに勧誘を行っていないかといった点を検証しているか。 

② 営業担当者に対し、信託引受審査に係る法令等遵守の重要性を認識さ

せ、内部規程・業務細則に則って業務を遂行するよう指導･教育してい

るか。例えば、内部規程・業務細則に則って信託引受審査に必要な情報

を取得するよう、また、新規商品等の勧誘を行う前に審査を経るよう指

導･教育しているか。 

③ 信託引受に係る契約書の作成に当たって、営業推進部門等における自

主的な検証を行っているか。例えば、契約内容が、内部規程・業務細則

に則っているか、また、信託引受審査の結果を反映した内容となってい

るかといった点を検証しているか。 

⑵ 営業推進部門等における管理者は、遅滞なく、新規商品等審査部門及び

受託審査部門、コンプライアンス統括部門や内部監査部門からの指摘事項

を改善しているか。 

 

 

Ⅱ．信託引受審査の適正性 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、以下のような観点から十分な審査

を行う態勢となっているか。 

１．共通項目 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、商品・スキームの特性及び契約

の内容について検討し、内部規程・業務細則に従い、適切な信託財産の引受

を確保する態勢となっているか。 

例えば、 

⑴ 法令等による禁止等 

① 信託契約の内容・スキームが、脱法的信託、訴訟信託、マネーロー
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ンダリング、受託者の利益享受の制限、その他法令等により禁止される

ものでないか確認する態勢となっているか。 

② 信託財産が、契約上の制限又は法令等により信託引受（信託的譲渡）        

を禁止又は制限されたものでないことを確認しているか。また、信託  

引受(信託的譲渡)を行うために関係者の同意等が必要な場合、適切に 

これらを取得することができるか検討しているか。 

⑵ 提供する信託業に係る業務の適切性 

受託者として行う信託業に係る業務の内容が、法令等及び信託の本旨に

従い履行しうるものであるか否かを確認する態勢となっているか。 

⑶ 適合性の検証 

新規商品等及び当該信託契約のリスク等の分析に基づき、委託者への適

合性を十分検証する態勢となっているか。 

⑷ 委託者の目的の検証 

信託契約の内容・スキームの全体像を把握した上で、信託兼営金融機関

がスキームの中で果たしている役割に応じ、例えば、オリジネーターやア

レンジャーから必要な情報を入手するなどの方法により、当該信託契約が

委託者の不適切な目的に基づくものではないこと及び当該目的とスキー

ムとが合致していることを検証する態勢となっているか。特に、以下のよ

うな場合には、より高度の注意を払って、委託者の目的及びスキームとの

合致を詳細に確認・検証するものとなっているか。 

① 経済的合理性に欠けるスキーム等 

② 損失隠し、開示逃れ、不公正な損益計上等、各当事者につき一般に公

正妥当と認められる会計の慣行に準拠しない会計処理を招来する可能

性があるスキーム等 

③ 脱税の疑いのあるスキーム又は節税を主たる目的としているスキー

ム等 

④ 反社会的勢力が関係者となっている疑いがあるスキーム等 

⑤ 公序良俗違反その他法令等違反行為又は法令等の潜脱となる疑いの

あるスキーム等 

⑥ 受益権譲渡価格が適正な価額（時価等）から乖離している疑いのある

スキーム等 

⑦ 委託者の関係者（例えば、グループ会社）が受益者となっているスキ
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ーム等 

⑸ スキームの関係当事者の確認 

スキームの関係当事者の確認を適切に行っているか。また、関係当事者

が反社会的勢力である等の、レピュテーショナル・リスクがある取引とな

っていないか検証する態勢となっているか。 

⑹ オフバランスを目的とする流動化案件の検証 

信託を活用した、オフバランスを目的とする資産の流動化スキームにつ

いては、その対象となった信託財産が委託者の倒産の影響から隔離されて

いるなどの要件を満たす必要があることから、信託兼営金融機関は、開示

逃れ等の不公正な目的のために、信託が利用されることがないように、ス

キームの中で果たしている役割に応じて、例えば、オリジネーターやアレ

ンジャーから必要な情報を入手するなどの方法により、当該オフバランス

化の要件の充足性について、確認・検証する態勢となっているか。 

また、必要に応じ、弁護士等から、スキーム及びそれに付随する信託契

約等の内容を反映した意見書等を取得する態勢となっているか。 

なお、会計に関する意見書等を取得する際には、監査法人等の独立性に 

ついて留意しているか。 

⑺ 委託者に関する確認 

信託契約の内容・スキームが委託者の営業の存続を前提にしている場合、

営業の行き詰まりや営業の前提となる許認可の喪失等により、当該スキー

ムが機能しなくなるおそれがあることを踏まえ、委託者の営業内容、許認

可の取得等の状況を必要に応じて確認する態勢となっているか。 

⑻ 利益相反の検証 

信託兼営金融機関が、受託者として、委託者に信託を用いた資産流動化

による第三者等からの資金調達を行わせた上、合理的な理由もないのに、

当該資金をもっぱら委託者が信託兼営金融機関に対して負担する債務の

弁済に充当させる等の利益相反を防止する態勢となっているか。 

⑼ 受託金額の妥当性 

受託金額（信託金額）については、委託者の不公正な会計処理を助長し

たり、受益者の利益を損なったりすることがないよう、信託兼営金融機関

がスキームの中で果たしている役割に応じ、例えば、オリジネーターやア

レンジャーから必要な情報を入手するなどの方法により、その妥当性を確
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認・検証する態勢となっているか。 

 

２．不動産を信託財産とする信託引受審査 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、不動産を信託財産とする信託契

約・スキーム等又は信託設定後に不動産を信託財産とする予定のある信託契

約・スキーム等につき、内部規程・業務細則に従い、上記１の共通項目に加

え、信託兼営金融機関がスキームの中で果たしている役割に応じ、例えば、

オリジネーターやアレンジャーから必要な情報を入手するなどの方法によ

り、以下のような点を確認・検証の上、その引受の可否について十分な審査

を行う態勢となっているか。 

⑴ 信託的譲渡の禁止又は制限の確認 

上記１．⑴．②については、信託財産が、農地法、外国人土地法、国有

財産法、地方自治法等の法令等により信託引受（信託的譲渡）を禁止又は

制限された不動産でないことを確認するものとなっているか。また、信託

引受（信託的譲渡）に当局の許認可や関係者の同意等が必要な場合、適切

にこれらを取得することができるか検討しているか。 

⑵ 建造物に関する法令等違反の有無の確認 

建造物を受託した場合、信託兼営金融機関は、受託者として信託契約を

履行する義務を負うとともに、当該物件の法的所有者としての責任も負う

こととなる。こうした点を踏まえ、建造物の受託に関しては、建物診断報

告書等により、法令等違反の有無を確認し、違反がある場合には、その実

態（違反内容・軽重、対応方法）、委託者等の方針を詳細に把握した上で、

合理的にみて是正可能な期間内に適法状態へ是正するなどにより、受託者

としての所有者責任を履行することが可能か否かを検証する態勢となっ

ているか。 

また、委託者等が、当該違法物件から生じた損害について、表明保証に

基づく責任ないし瑕疵担保責任を負う可能性があることを踏まえ、委託者

等がこれらの責任を履行する能力があるのかとの観点から、委託者等の信

用力を把握した上で、受託者としての所有者責任を適切に履行することが

可能か否か検証する態勢となっているか。 

⑶ 法的紛争等の確認 

法的紛争等のある不動産を受託することは、信託事務の処理が困難とな
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るため、権利関係、境界状況、その他不動産に関する紛争の有無について

適切に確認するものとなっているか。 

⑷ 環境リスク等の確認 

不動産を受託した場合、信託兼営金融機関は、受託者として信託契約を

履行する義務を負うとともに、当該物件の法的所有者としての責任も負う

こととなる。こうした点を踏まえ、土地については、ＰＣＢ（ポリ塩化ビ

フェニル）、六価クロム等の土壌汚染の有無、建造物については、アスベ

スト等の使用状況など、信託財産の環境リスク、委託者等の方針を適切に

認識し、受託者としての所有者責任を適切に履行することが可能か否か検

証する態勢となっているか。 

また、委託者等が、当該環境リスクを有する物件から生じた損害につい

て、表明保証に基づく責任ないし瑕疵担保責任を負う可能性があることを

踏まえ、委託者等がこれらの責任を履行する能力があるのかとの観点から、

委託者等の信用力を把握した上で、受託者としての所有者責任を適切に履

行することが可能か否か検証する態勢となっているか。 

 

３．金銭債権を信託財産とする信託引受審査 

新規商品等審査部門及び受託審査部門は、金銭債権を信託財産とする信託

契約・スキーム等又は信託設定後に金銭債権を信託財産とする予定のある信

託契約・スキーム等につき、内部規程・業務細則に従い、上記１の共通項目

に加え、信託兼営金融機関がスキームの中で果たしている役割に応じ、例え

ば、オリジネーターやアレンジャーから必要な情報を入手するなどの方法に

より、以下のような点を確認・検証の上、その引受の可否について十分な審

査を行う態勢となっているか。 

⑴ 金銭債権の効力の有無の確認 

信託財産である金銭債権が、民法その他の法令等により無効なものでな

いか確認しているか。 

⑵ 法的紛争等の確認 

法的紛争等のある金銭債権を受託することは、信託事務の処理が困難と

なることを考慮して、債権に関する紛争の有無について適切に確認するも

のとなっているか。 

また、法的紛争がある債権を信託財産とする場合、適切に処理すること
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ができるか確認しているか。 

⑶ 債権の特定性の確認 

受益者の利益を保護するとともに、受託者責任の拡大を防止する観点か

ら、信託の引受に当たっては、信託財産の特定が求められる。例えば、将

来債権を信託財産とする場合には、信託財産の対象の明確化に留意するな

ど、信託財産が特定できる態勢となっているか。 

⑷ 金銭債権の状況の把握 

   信託の引受に当たっては、善管注意義務を適切に履行するとの観点から、

金銭債権に係る信用リスク等の状況を把握する態勢となっているか。 

 

４．特約付き商品に係る信託引受審査 

合同運用指定金銭信託(一般口)等については、委託者の目的に応じた特約

を信託約款に付与することができるが、他の委託者等から委託された信託財

産と併せて運用されることから、特約内容が、単一の合同運用団形成を妨げ

るものであってはならない。こうした特性を踏まえ、新規商品等審査部門及

び受託審査部門は、内部規程・業務細則に従い、特約内容が金銭信託(一般

口)約款のもつ基本的内容（運用により取得する財産の種類、収益計算方法

の規定等）に反しないかを検証しているか。 
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